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（写真）マニュエル・ロサレス知事 X “UNT ロサレス知事 ２０２５年の地方選に息子の出馬を検討か” 

 

 

２０２４年１０月２５日（金曜） 

 

政 治                     

「ロサレス UNT 党首 息子の地方選出馬を検討 

～スリア州知事 or マラカイボ市長選に出馬？～」 

「検察庁 CITGO 競売責任者の捜査を開始」 

経 済                     

「副大統領 インドにて原油取引について協議 

～Reliance と原油取引再開か～」 

「イランと原油・鉱物業の関係強化を確認」 

「Avianca ベネズエラ便の増便を希望」 

社 会                     

「アンソアテギ州 闇両替商９人逮捕」 

24 年 10 月 26-27 日（土・日） 

 

政 治                    

「国会 倫理委員会３役の候補者リストを公表 

～検事総長 サアブ氏か、ハリントン氏か～」 

「カーン CPI 検事 部下への性的暴行で訴え」 

経 済                    

「Conindustria 年間製造業賞などを発表 

～製造業の発展のための８つの提案～」 

「Fedeagro ５年後に自給率９０％目指す」 

社 会                    

「ハンディキャップの就業率は５６％」 

「パナマ コロンビアからの不法入国者に罰金」 
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２０２４年１０月２５日（金曜）             

政 治                       

「ロサレス UNT 党首 息子の地方選出馬を検討    

 ～スリア州知事 or マラカイボ市長選に出馬？～」       

 

大統領選の当選者については未だに決着はついていな

いが、時間は着実に経過しており、２０２５年に予定さ

れている地方選および国会議員選のことを考えなけれ

ばならない時期が来ている。 

 

現地メディア「El Pitazo」は、スリア州知事で「新時代

党（UNT）」党首のマニュエル・ロサレス氏が、スリア

州知事選に自身の息子であるカルロス・マニュエル・ロ

サレス・トレホ氏（以下、カルロス・マニュエル氏）を

出馬させることを検討していると報じた。 

 

カルロス・マニュエル氏は、３５歳の弁護士。 

 

１０年以上前から UNT の候補として、父と同様に政治

家になることを志しており、学校の開所式やベネズエラ

野党との会合などロサレス知事の政治活動に度々同行

しているという。 

 

「El Pitazo」は、UNT 関係者およびロサレス氏の親族

に近い人物から、「カルロス・マニュエル氏は地方選に

出馬することを望んでおり、父のロサレス知事も息子の

出馬を支持している」との情報を入手したと報じた。 

 

なお、スリア州知事選に出馬しようとしているのか、ス

リア州の州都であるマラカイボ市長選に出馬しようと

しているのかははっきりしていない。 

 

ただし、ディオスダード・カベジョ内務司法相は「マニ

ュエル・ロサレス氏が自身の息子をマラカイボ市長選に

出馬させようとしている」と指摘している。 

 

な お 、 現 在 野 党 の リ ー ダ ー と な っ て い る 「 Vente 

Venezuela」のマリア・コリナ・マチャド氏（以下 MCM）

は、「大統領選でのエドムンド・ゴンサレス氏の当選に

注力するべき」と主張しており、２０２５年の地方選・

国会議員選に目を向けようとする野党関係者に否定的

な見解を示している。 

 

「検察庁 CITGO 競売責任者の捜査を開始」         

 

与党国会は、検察庁に対して CITGO の持ち株会社

「PDV Holdings」の競売（以下、CITGO 競売）に至っ

た責任者を追及するよう求めていた（「ベネズエラ・ト

ゥデイ No.1133」）。 

 

１０月２５日 タレク・ウィリアム・サアブ検事総長は、

与党国会のペドロ・インファンテ議員から、前述の捜査

要請書を受け取り、２名の検事に対して、CITGO 競売

に至った責任者を捜査するよう指示した。捜査対象者は、

１５政党の関係者３１５名となっている。 

 

なお、この捜査要請について、現在の PDVSA 並行役員

（野党側が任命している PDVSA 役員）は声明を発表。 

 

「CITGO を米国に引き渡そうとした」という与党側の

主張を否定。与党国会の訴えには根拠がないと指摘。 

マドゥロ政権が選挙結果を認めないことで、外国にある

ベネズエラ政府資産が危険にさらされていると訴えた。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/957e145b60d1f0595aa7064482b070e6.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/957e145b60d1f0595aa7064482b070e6.pdf
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経 済                        

「副大統領 インドにて原油取引について協議     

       ～Reliance と原油取引再開か～」           

 

１０月２５日 BRICS 首脳会議でのロシア訪問を終え

たデルシー・ロドリゲス副大統領は、そのままインドへ

訪問。インドの Jagdeep Dhankhar 副大統領と面談を行

った。 

 

Dhankhar 副大統領は、ソーシャルメディアにて 

「両国代表の中心テーマは経済協力の深化だった」 

「アーユルヴェーダやヨガをベネズエラでプロモーシ

ョンし、両国国民の関係をより良いものにする」 

と投稿。 

 

また、インドの Randhir Jaiswal 外相は 

「インドとベネズエラの関係が更に強化される良い機

会になった」と投稿した。 

 

他、インドの Hardeep Singh Puri 石油相もデルシー・

ロドリゲス副大統領（兼石油相）と、インド企業の投資

に関して協議を行った。 

 

協議後、Puri 石油相は「ベネズエラ政府高官と有意義な

意見交換を行った」「ベネズエラにはインド企業が１０

億ドル超の資金を投資しており、我々が投資を継続する

ための手段について協議を行った」とコメントした。 

 

インドの「Reliance Industries Limited」は、ベネズエラ

産原油の重要な原油輸出先だったが、米国の制裁強化を

受けて、２０２０年に取引を停止していた。 

 

しかし、２３年１０月に米国「外国資産管理局（OFAC）」

は、ベネズエラの石油産業に科していた制裁を緩和。 

これを機に Reliance はベネズエラから原油輸入を再開

した。 

 

Reliance は正式に発表はしていないが、OFAC がベネズ

エラ石油産業への制裁緩和を撤回した後、Reliance は米

国政府から制裁ライセンスを得たと報じられており、８

月には「Reliance がナフサなど石油製品とベネズエラ産

原油の交換取引について交渉を行っている」と報じられ

た（「ベネズエラ・トゥデイ No.1100」）。 

 

なお、「EFE 通信」は、ベネズエラ産原油はインドにと

って最も安価に調達できる原油の１つで、サウジアラビ

ア・ロシアなどの原油よりも１バレル当たり１５～１８

ドルほど安価に購入できると報じている。 

 

 

（写真）デルシー・ロドリゲス副大統領 Instagram 

 

「イランと原油・鉱物業の関係強化を確認」                  

 

BRICS 首脳会議にて、マドゥロ大統領は、イランの

Masoud Pezeshkian 大統領と会談。 

 

「原油」「鉱物」「医療」などの両国の協定について関係

強化を確認した。 

 

２０２２年 ベネズエラとイランは２０年間にわたる

エネルギー協力関係強化について合意。 

２０２３年には、両国の貿易取引額を１００億ドルにす

る目標で合意していた。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/7d8ebcb332a7db395f2bc8179ec9c791.pdf
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２０２２年、２３年当時の二国間合意は、ライシ前大統

領との合意で、ライシ前大統領は２４年５月にヘリコプ

ターの墜落事故で死亡。 

 

ライシ前大統領の死亡を受けて、２４年 8 月に後任の

Pezeshkian 氏が大統領に就任した。 

 

両大統領の面談は、これまでのイランとベネズエラとの

合意内容を確認するという目的があったものと思われ

る。 

 

 

（写真）大統領府 Instagram 

 

「Avianca ベネズエラ便の増便を希望」                  

 

コロンビアの航空会社「Avianca」の Frederico Pedreira

社長は、「需要が非常に高い」「ベネズエラ―コロンビア

線の増便が許可されることを望んでいる」と言及した。 

 

マドゥロ政権は、政治的に関係の悪い国との国際線を断

絶している。 

 

具体的には、パナマ・チリ・ドミニカ共和国・ペルーな

どの路線が停止。また、米国は長年、国際線が停止して

いる。 

 

 

ベネズエラとの国際線が急激に減少する中で、ベネズエ

ラの入り口はコロンビアに統一されつつある。 

 

その結果、コロンビア―ベネズエラ路線の需要が急増し

ているものと思われる。 

 

社 会                        

「アンソアテギ州 闇両替商９人逮捕」           

 

アンソアテギ州警察は、闇両替を行っていた両替商９人

を逮捕したと発表した。 

 

EL Tigrito 地区では、２人の兄弟が１ドル４８ボリバル

で両替を提案し、１１０ドルを両替したという。 

 

中央銀行が公表している公定レート（両替テーブル）の

平均値は１ドル４１ボリバルであり、公定レートよりも

ボリバル安で取引を行ったことになる。 

 

闇両替はベネズエラでは比較的一般的なものだが、政府

の監視が強まれば拘束されるリスクがある。 

 

また、銀行を介して両替商のドル口座にドルを送金し、

両替商がドル着金を確認した後に、ボリバルを渡すケー

スもある。 

 

銀行は両替商のドル口座に不審な動きがあることが分

かるため、その両替商がブラックリストに入っているケ

ースもある。 

 

そして、ブラックリストに入っている両替商との取引を

続けると、自分も要注意人物になるこがあるので十分に

注意されたい。 
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２０２４年１０月２６日～２７日（土曜・日曜）              

政 治                       

「国会 倫理委員会３役の候補者リストを公表     

  ～検事総長 サアブ氏か、ハリントン氏か～」        

 

与党国会は、民主権推薦者委員会を発足。新たな倫理委

員会のメンバーの選定プロセスを開始している（「ベネ

ズエラ・トゥデイ No.1126」）。 

 

１０月２６日 与党国会は、倫理委員会の候補者リスト

を公表した。 

 

倫理委員会は「検事総長（Fiscal General）」「護民官

（ Defensor del Pueblo ）」「 行 政 監 督 長 （ Contralor 

General de Repiblica）」の３役で構成される。 

 

以下は、与党国会が公表した３役の候補者リストである。 

 

 

 

 

 

 

 

（写真）与党国会 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/054f5da256bbdbb1cf74103169a113ab.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/054f5da256bbdbb1cf74103169a113ab.pdf
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この３役の中で特に大事なのは、検事総長。 

 

検事総長候補者の中で特筆するべき人物は、タレク・ウ

ィリアム・サアブ氏とキャサリン・ハリントン氏。 

 

タレク・ウィリアム・サアブ氏が選ばれた場合、検事総

長を続投することになる。 

 

キャサリン・ハリントン氏も検察庁のキャリアが長い人

物で、同じく過激な与党系活動家として知られている。 

ハリントン氏が検事総長に就任した場合も、マドゥロ政

権に忠実な仕事をすることになると思われる。 

 

「カーン CPI 検事 部下への性的暴行で訴え」           

 

英国メディア「Daily Mail」によると、「国際司法裁判所

（CPI）」のカリム・カーン検事（英国人）が、自身の部

下に性的暴行で訴えられた。部下の訴えを受けて CPI は

内部調査を開始しているという。 

 

カリム・カーン検事は、CPI でマドゥロ政権による「人

道に対する罪」の捜査を行っている担当検事。カーン検

事の騒動は、マドゥロ政権の捜査の進展にも影響を与え

ることになるだろう。 

 

１０月２４日 カーン検事は、この訴えを否定する声明

を発表。「捜査のために必要な情報提供を行う」との姿

勢を示している。 

 

 

 

経 済                       

「Conindustria 年間製造業賞などを発表         

    ～製造業の発展のための８つの提案～」            

 

「ベネズエラ工業生産者組合（Conindustria）」は、ララ

州バルキシメトにて、総会を開催。 

 

加盟企業の中でも特筆するべき業績を上げた企業に賞

を授与した。 

 

２０２４年の企業賞を受賞したのは以下の３社。 

 

・年間製造業賞  Destilerías Unidas Dusa 

ベネズエラのアルコール飲料製造会社。 

ラム酒、ブランデー、ウィスキーなどの製造販売。 

 

 

・中小企業工業賞 Porcelanas Cygne C.A. 

陶器の製造業。陶器のお皿、コップ、その他アクセサリ

ーなどを製造している。 
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・年間技術企業賞 InteliCorp Technologies. 

サイバーセキュリティに関するサービス会社。 

米国・ベネズエラ・パナマでサービスを提供している。 

 

 

 

また、Conindustria の Luigi Pisella 代表は、製造業を発

展させるために政府に対して８つの提案を行った。以下

は８つの提案の概要である。 

 

１．マクロ経済の安定化 

公共サービス、為替政策の安定化を要請。 

２．労働法の改定 

現在の労働法は今のベネズエラ社会に合ったもの

になっておらず、改定の必要があると指摘。中長期

的に労働者が拡大するような法律にするよう要請。 

３．科学技術・イノベーションに関する教育の拡充 

科学技術・イノベーションに関連した教育を拡充し、

デジタル教育を進めるべきと要請。 

４．中小企業への支援の拡充 

中小企業を支援するような融資システムの拡充を

要請。中小企業は大企業とは異なる法規制が必要と

提案。 

５．持続的な環境政策 

持続可能な経済発展を念頭に政策を立案するよう

要請。環境配慮を促進するようなプログラム、支援

策を講じるよう要請。 

 

 

 

６．ベネズエラの国際取引への参入促進 

ベネズエラの貿易取引にかかる手続きの簡素化を

要請。また、輸出を促進するための融資制度、CAN

への再加盟などを要請。 

７．違法取引の取り締まり 

ベネズエラ経済の大きな問題として、インフォーマ

ルセクターの拡大を指摘。２０２１年にはインフォ

ーマルセクターが経済に占める割合が４７．５％ま

で達したと主張。政府に対して、インフォーマルセ

クターの取り締まりを要請した。 

８．税制的な支援策 

ベネズエラ企業の課税負担は５２％で、世界標準の

４６％よりも重たいと指摘。一方、インフォーマル

セクターの罰則金が非常に軽いと指摘。 

フォーマルセクターの税負担軽減と、インフォーマ

ルセクターの罰則増を求めた。 

 

「Fedeagro ５年後に自給率９０％目指す」         

 

「ベネズエラ農業生産者連合会（Fedeagro）」の Celso 

Fantinel 代表は、現地メディア「El Impluso」の取材に

応じ、今後５年間でベネズエラの食料自給率を９０％ま

で高めることが出来ると言及した。 

 

しかし、この目標の達成には、２５０万ヘクタールの農

地を稼働させるための１５億ドルの投資が必要とした。 

 

Fantinel 代表によると、現在トラクターを保有している

農家は全体の１０％程度で、広大な農地を耕すためにト

ラクターが圧倒的に不足しているという。 

 

また「ベネズエラはこれまでに、ベネズエラ国内で生産

できる原材料を調達するために２０億ドルを支出した」

と指摘。「この支出を国内投資に向けることでベネズエ

ラの食料自給率を大きく上げることが出来る」と主張し

た。 
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社 会                       

「ハンディキャップの就業率は５６％」            

 

「ベネズエラ聴覚障害団体（Corsoven）」の Juan Ángel 

de Gouveia 代表は、現在のハンディキャップパーソン

の就業率について５６％と言及。４４％が定職に就いて

いないと指摘した。 

 

なお、就労している５６％のうちの約半数は個人事業を

行っており、３０％は公的セクターで勤務、２０％は民

間セクターで勤務しているという。 

 

ベネズエラでは２０２３年に「障害者労働特別法」が制

定された。 

 

Gouveia 代表は、この法律について「ハンディキャップ

パーソンに平等な労働機会を提供するための重要な進

歩」と評価したものの、改良の余地があると指摘。法律

の修正のために与党国会に働きかける姿勢を示した。 

 

「パナマ コロンビアからの不法入国者に罰金」         

 

パナマ政府は、ジャングルを通過してコロンビアからパ

ナマに入国する全ての違法入国者に対して、最大５００

０ドルの罰金を科すと発表した。この罰金の支払いを完

了しない限り、パナマからの出国は出来ないという。 

 

１度目の不法入国は３００ドル、２度目の不法入国は６

００ドル、３度目は９００ドル、４度目以降は１０００

ドルの罰金を支払うことになるという。 

 

この罰則は行政命令１９４号によるもので、１０月２５

日に官報で公開された。 

 

 

 

 

パナマ政府によると、２０２４年１月～１０月１３日ま

でに２７万４，４４４人がダリエン地峡を越えてパナマ

に入国したという。 

 

以上 

 


